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↑相談の予約は 

 大畑美紀 

74-2310 

✿
ひ
と
り
で
悩
ま
ず
お
気
軽
に
相
談
を
✿ 

日
本
共
産
党

無
料
法
律
相
談 

毎
月
第
２
日
曜 

午
後
４
時
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西部地区事務所 

37 － 0171

－
01712261 

◆
一
般
会
計
修
正
案
は
賛
成
少
数
で
否
決 
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原
案
は
賛
成
多
数
で
可
決 

「
構
想
段
階
で
、
予
備
設
計
や
詳

細
な
地
質
調
査
の
必
要
は
な
い
。
財

政
逼
迫
の
中
、
不
要
不
急
の
予
算
計

上
は
市
民
の
理
解
を
得
ら
れ
な
い
」

と
し
、
測
量
調
査
業
務
と
道
路
検
討

業
務
の
委
託
料
を
削
除
す
る
修
正

案
（
提
出
者 

山
本
・
石
塚
・
高
橋

議
員
）
が
出
さ
れ
ま
し
た
。 

修
正
案
に
賛
成
（
９
人
…
植
木
・

角
田
・
高
橋
・
山
田
・
徳
原
・
林
・

山
本
・
石
塚
・
向
井
議
員
） 

原
案
に
反
対
（
６
人
…
植
木
・
角

田
・
高
橋
・
山
本
・
石
塚
・
向
井

議
員
） 

▼
測
量
調
査
業
務
委
託
料 

４
１
５
３
万
円 

▼
道
路
検
討
業
務
委
託
料 

１
２
０
９
万
円 

 
 

 

を
削
除
す
る
修
正
案 

 

（
昨
年
度
当
初
予
算
案
で
も
新

機
能
都
市
開
発
構
想
に
関
す
る

「
環
境
影
響
調
査
予
算
」
を
削
除

す
る
修
正
案
が
提
出
さ
れ
、
賛
成

11
反
対
18
と
賛
否
が
分
か
れ
て

い
ま
す
。） 

 

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計 

賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま
し

た
（
反
対
６ 

賛
成
22
） 

 

反
対
討
論
植
木
議
員 

「
国
保
税
引
き
上
げ
を
や
め
、

基
準
外
繰
入
を
増
や
し
、
被
保
険

者
の
負
担
を
減
ら
す
べ
き
だ
。」 

28 年度予算案 ３月議会報告 
2 月 26 日～3 月 23 日 

 

新
は
つ
か
い
ち 

■新機能都市開発構想整備事業    
7,949 万 8 千円 

平良・佐方地区の土地活用へ、測量、道路検

討、土地利用検討、環境影響調査など。 

■企業立地促進事業 
1 億 687 万１千円 

下平良二丁目の商業施設（ゆめタウン）へ

H27年度～31年度まで立地奨励金を交付。 

■一般廃棄物処理施設整備事業 

          ８億 882 万 2 千円 
廿日市・大野・佐伯の施設を集約。 

■街路廿日市駅通線（駅前広場）整備事業 
   ４億 6,217 万円 

このほか、駅周辺では、街路駅通線（県事業）、

街路畑口寺田線佐方市民センター入口交差点

までの整備等の予算が計上されています。 

■大野浦駅周辺道路整備事業      
9 億 6,132 万３千円 

H29年度末を目標に JR大野浦駅前広場、自

由通路等を整備。 

■しごと共創センターの設置  
615 万円 4 千円 

■子育て支援センター管理運営事業 
2,225 万 7 千円 

子育て相談支援を行うとともに阿品地区に 

子育て支援センターを開設。 

■アジアトライアスロン選手権開催事業 
  （開催支援）      2,700 万円 

■玖島・浅原地区地域活性化調査業務委託料 
              400 万円 

小学校跡地を活用した活性化策を調査。 

■魅惑の里管理運営事業 
１億 385 万 2 千円 

４月ニューアルオープンの魅惑の里の各施設運営

業務委託料や維持補修工事費、維持管理費など。 

 医療分 6,21％  後期高齢者支援分
12.16％、介護分 13,22％の引き上げ。 
6人が反対しましたが賛成多数で可決。 

引き上げ影響額の例（年額） 

夫 70 歳（年金 153 万円）妻 65 歳（年金 65

万円） 固定資産税8万円の場合 94,500円

（５割減額）→101,200 円（同） 

  夫 45 歳（給与 300 万円）  妻 45 歳と

子２人（収入なし）固定資産税なしの場合  

289,000円（２割減額） →316,800円（同） 

（低所得者世帯には、所得状況に応じて、２・

５・７割の減免が適用されます。） 

大畑美紀前市議 

国民健康保険税 
引き上げ  

主なもの一部 

 

2288 年年度度当当初初予予算算   

一
般
会
計 

予
算
修
正
案 

９
人
が
賛
成 
新機能都市 

開発構想 

財源不足理由 

子どもの医療費（医療機関での窓口支払

い分）助成が拡充されます 

（前号で既報） 

入院 中学3年生（15歳到達年度末）まで 

通院 小学3年生（９歳到達年度末）まで 

一部負担は医療機関ごとに１日につき

500 円まで（入院月 14 日、通院月４日

限度） 小学校就学前についてはこれまで

どおり一部負担はありません。 

子どもの医療費助成拡充 

今年 8月から 
（乳幼児医療費支給条例） 

条
例
改
正 

 

県外の医療機関で受診

する場合、児童と保護者１

人分の交通費を助成。１人

につき年３回まで。原則１

８歳未満対象です。 

これまで、広島市などで

は助成制度がありました

が、廿日市市にはなく、昨

年 12 月、助成を求める請

願が議会に出され、採択さ

れています。28 年度予算

は 22 万７千円。 

小児慢性特定疾病
児童交通費助成  

 

 

一般会計471億 1,000万円 

特別会計341億 1,755万 4千円 

浅原保育園 廃園 
 浅原保育園は、Ｈ25 年度には園児 3 人で

したが、26 年度からは休園していました。

現在、浅原地区内の０～5 歳児は８人。市は

「施設の利活用については地元の意向を聞

きながら検討したい」 

保育園条例改正 

 

６
月
定
例
会
は
、
６
月
14
日
（火
）開
会
予
定
で
す
。 

 



 

 

新はつかいち  

改定後 

基準値 利用料金の範囲 

800 円 400 円～1040 円 

400 円 200 円～520 円 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◆分権政策部 

「経営政策課」に「広報統計課」を統

合。「企画調整グループ」「広報統計グ

ループ」の 2グループに 

「地域医療拠点企画室」を設置 

「都市活力企画室」と2室に 

◆環境産業部 

商工労政課再編 

 「産業振興課」と「しごと共創セン

ター」に   

◆福祉保健部 

児童課→「子育て支援課」名称変更  

◆建設部 

「下水道経営課」「下水道建設課」

を統合し「下水道課」に  

「廿日市駅北区画整理事務所」は「都

市計画課」に統合。（清算事務に移行

するため） 

建設部・都市建築局「建築指導課」と

「住宅営繕課」を再編し「建築指導課」

「住宅政策課」「営繕課」に 

◆教育部 

「生涯学習課」に「文化スポーツ課」

分権政策部「歴史まちなみ推進」を統

合。「文化スポーツ推進グループ」「歴

史まちなみ推進グループ」に 

市役所組織改編 

27 年４月１日との比較 
 
市長部局 6部 52課→6部 51課 
教育委員会 1部５課→1部４課 等 
 

職員数（一般職） 

任期に定めのない職員 
1,045人→1,037人 

他団体からの派遣職員 
13 人→12人 

定
年
前
に
退
職
す
る
意
思
を
有
す
る 

職
員
の
募
集
及
び
認
定
に
関
す
る
条
例 

 

早
期
退
職
募
集
制
度
に
関
し
、
国
家
公
務

員
に
準
じ
た
規
定
が
設
け
ら
れ
ま
す
。 

募
集
対
象
は 

①
勤
続
20
年
以
上
45
歳
以
上
の
職
員 

②
職
制
の
改
廃
又
は
勤
務
公
署
の
移
転
を

円
滑
に
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
当

該
職
制
又
は
勤
務
公
署
に
属
す
る
職
員 

 

「
自
発
的
な
意
思
に
委
ね
ら
れ
る
も
の

で
あ
っ
て
、
市
長
は
こ
れ
を
強
制
し
て
は
な

ら
な
い
。
」
と
な
っ
て
は
い
ま
す
が
、
実
際

に
は
、
職
員
が
「
自
発
的
に
」
退
職
せ
ざ
る

を
得
な
い
状
況
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
る
た
め
、
日
本
共
産
党
植
木
議
員

は
反
対
し
ま
し
た
。
賛
成
多
数
（
反
対
１ 

賛
成
27
）
で
可
決
。 

 

 

市議会議員政務活動費 月額 2 万円→3 万円に引き上げ 

特
別
職
（
市
議
会
議
員
・
市

長
・
副
市
長
・
教
育
長
）
の 

期
末
手
当
引
き
上
げ 

賛
成
多
数
（
反
対
４ 

賛
成
24
）

で
可
決
。
日
本
共
産
党
植
木
京
子
議

員
は
反
対
し
ま
し
た
。 

 

 
市職員早期退職者募集の規定 

   「肩たたき」の懸念も 条例改正 

廿
日
市
市
議
会
議
員
政
務
活
動
費
の

交
付
に
関
す
る
条
例 

引
き
上
げ
は
、
市
の
特
別
職
報
酬
等
審
議

会
の
答
申
に
基
づ
く
も
の
で
す
。
賛
成
多
数

（
反
対
１ 

賛
成
27
）
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。 

 

反
対
討
論 

植
木
京
子
議
員 

「
審
議
会
の
答
申
は
、
元
は
議
会
側
か
ら

示
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
市
議
の
政
務
活
動

は
重
要
だ
が
、
市
民
と
痛
み
を
共
有
す
る
こ

と
も
重
要
。
低
所
得
者
対
策
な
ど
が
十
分
に

な
さ
れ
、
市
民
生
活
が
安
定
す
る
な
ら
、
引

き
上
げ
も
理
解
で
き
る
が
、
当
初
予
算
は
、

市
民
の
痛
み
が
増
す
予
算
だ
。」 

賛
成
討
論 

角
田
俊
司
議
員 

「
政
務
活
動
費
は
、
お
そ
ら
く
県
内
で
最

も
厳
し
い
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
関
連
、
国
へ

の
直
接
陳
情
な
ど
も
あ
り
、
議
員
活
動
を
し

っ
か
り
す
る
た
め
に
は
引
き
上
げ
が
必
要
」 

 

条例改正 条例改正 

 

 

コメなど「重要農産物」は 174品目（30％）で関税を撤

廃。関税を残しても特別輸入枠の導入や、関税の大幅削減

が（下表）――。「重要農産物」を「除外する」とした国

会決議に反します。 

コ メ 米国・豪州に最大 7.8万㌧の特別輸入枠を設定 

牛 肉 現行 38.5％の関税を 16年後に 9％へ削減 

豚 肉 低価格品の重量税を㌔ 482円から 50円へ 

乳 製 品 脱脂粉乳やバターに低関税のTPP枠を新設 

甘味資源 高糖度の精製用原料糖について無税に 

 

TPP 

原発 

TPP 協定の影響は経済やくらしの広い分野に及び

ます。国家主権を脅かす ISD 条項（外国企業が進出

先の政府の施策で損害を受けたと訴える仕組み）も導

入されました。多国籍企業の利益優先、国民の権利や

国の主権を侵すことは明らかです。 

沖縄 

再再稼稼動動スストトッッププ  

再再生生エエネネルルギギーーをを  

県県民民のの総総意意をを尊尊重重しし  

基基地地建建設設中中止止  

戦後 70 年、自衛隊は、1 人の戦死者

も出さず、他国の人を殺すこともありま

せんでした。しかし、安保法制は、日本

の国が攻撃されてもいないのに、海外で

武力行使ができるようにするもので、自

衛隊員が「殺し殺される」危険に。 

日々訓練に励んで活動し、災害現場の

救助・救援活動などでも力を発揮する自

衛隊です。海外での武器使用で、命を落

とすことなど、絶対あってはなりません。 

TPP 安保法制廃止 


